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（様式－1 表紙） 

 

１ 調査名称：近畿圏都市交通体系調査業務 

 

２ 調査主体：京阪神都市圏交通計画協議会 

 

３ 調査圏域：京阪神都市圏（近畿圏） 

 

４ 調査期間：平成 29 年度 

 

５ 調査概要： 

京阪神都市圏交通計画協議会では、昭和45年以降10年毎にＰＴ調査を実施するとともに、

その中間年次に物流調査等の中間年次調査を行っている。物流調査では、平成 27 年度に第

５回近畿圏物流調査の実査を行い、広域交通結節点利用者調査では、平成 28 年度に実査を

行った。 

今年度は、物流調査及び広域交通結節点利用者調査結果より、都市計画課題に対応した分

析を行い、物流面及び観光交通面から見た都市交通施策について検討を行った。その上で、

望ましい総合都市交通体系の実現に向けた目標を設定し、都市交通計画の観点から国及び府

県政令市、関係機関が連携して取り組む必要のある施策を検討し、「近畿圏における物流及

び国内観光交通の現状と取組の方向性」として公表した。 
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（様式－2a 調査概要） 

Ⅰ 調査概要 

 

１ 調査名称： 近畿圏都市交通体系調査業務 

 

２ 報告書目次 

1. 業務概要 

 

2. 計画課題の分析 

2.1 広域的・共通的なテーマに関する分析 

2.2 各機関の着目テーマに関する分析 

 

3.  都市交通施施策の検討 

 

4. 観光交通及び物流に関する提言のとりまとめ 
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1. 計画準備

2. 計画課題の分析

6. 報告書作成成果品の提出

1)分析テーマの設定

2)計画課題への対応方策に
関する分析

①広域的・共通的な
テーマに関する分析

4. 観光交通及び物流に関する
提言のとりまとめ

５
．
各
種
会
議
の
運
営
補
助
（
合
同
会
議
、
学
識
経
験
者
ヒ
ア
リ
ン
グ
、
勉
強
会
等
）

1)分析テーマの設定

2)計画課題への対応方策に
関する分析

②各機関の着目テーマに
関する分析

3. 都市交通施策の検討

1)観光交通面及び物流面における
都市交通課題の整理

2)近畿全体としての望ま
しい物流と観光交通の実
現に向けた目標の整理

4)モデル分析等による施策効果の試算・検討

3)目標の実現に
資する都市交通
施策の検討

1)各種施策の推進に必要となる取組の整理

2)提言のとりまとめ
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（様式－2b 調査概要） 

３ 調査体制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（平成30年３月） 

 

４ 委員会名簿等： 

京阪神都市圏交通計画協議会 構成機関 

・滋賀県 

・京都府 

・大阪府 

・兵庫県 

・奈良県 

・和歌山県 

・京都市 

・大阪市 

・堺市 

・神戸市 

・国土交通省 

・西日本高速道路（株） 

・阪神高速道路（株） 

・（独）都市再生機構 

・関西鉄道協会 

・近畿バス団体協議会 

 

京阪神都市圏交通計画協議会（委員会） 

（委員長：国土交通省 近畿地方整備局長） 

京阪神都市圏交通計画協議会（幹事会） 

（幹事長：国土交通省 近畿地方整備局 企画部長） 

京阪神都市圏交通計画協議会（技術連絡会） 

（会長：国土交通省 近畿地方整備局 企画部広域計画課長） 

京阪神都市圏交通計画協議会（事務局） 

（事務局長：国土交通省 近畿地方整備局 企画部広域計画課長補佐） 
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（様式－3a 調査成果） 

Ⅱ 調査成果 

 

１ 調査目的 

近畿地方整備局、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、京都市、大阪市、

堺市、神戸市及び西日本高速道路等の関係機関から構成される京阪神都市圏交通計画協議会（以

下「協議会」という。）は、「人」や「物」の動きを中心とした交通実態調査としてパーソン

トリップ調査（以下「ＰＴ調査」という。）及び物資流動調査（以下「物流調査」という。）

を実施し、近畿圏内の様々な交通課題を検討し、望ましい総合都市交通体系の確立に資するこ

とを目的としている。 

本協議会では昭和 45 年以降 10 年毎にＰＴ調査を実施するとともに、その中間年次に物流調

査等の中間年次調査を行ってきたところである。物流調査については、平成 27 年度に第５回近

畿圏物流調査の実査を行い、平成 28 年度に調査結果の基礎集計、現状分析、および都市計画課

題に対応した分析を行っている。広域交通結節点利用者調査については、平成 28 年度に実査を

行っている。 

本業務は、物流調査及び広域交通結節点利用者調査結果より、都市計画課題に対応した分析

を行い、物流面及び観光交通面から見た都市交通施策について検討を行う。その上で、望まし

い総合都市交通体系の実現に向けた目標を設定し、都市交通計画の観点から国及び府県政令市、

関係機関が連携して取り組む必要のある施策を提言するものである。 
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２ 調査フロー 

1. 計画準備

2. 計画課題の分析

6. 報告書作成成果品の提出

1)分析テーマの設定

2)計画課題への対応方策に
関する分析

①広域的・共通的な
テーマに関する分析

4. 観光交通及び物流に関する
提言のとりまとめ

５
．
各
種
会
議
の
運
営
補
助
（
合
同
会
議
、
学
識
経
験
者
ヒ
ア
リ
ン
グ
、
勉
強
会
等
）

1)分析テーマの設定

2)計画課題への対応方策に
関する分析

②各機関の着目テーマに
関する分析

3. 都市交通施策の検討

1)観光交通面及び物流面における
都市交通課題の整理

2)近畿全体としての望ま
しい物流と観光交通の実
現に向けた目標の整理

4)モデル分析等による施策効果の試算・検討

3)目標の実現に
資する都市交通
施策の検討

1)各種施策の推進に必要となる取組の整理

2)提言のとりまとめ
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３ 調査圏域図 

近畿圏パーソントリップ補完調査及び近畿圏物資流動調査の調査対象は、近畿２府４県４政

令市とする。ただし、近畿圏物資流動調査については、奈良県、和歌山県の山間部の一部は調

査対象外とする。 
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（様式－3b 調査成果） 

４ 調査成果 

 

４.１ 計画課題の分析 

４.１.１ 広域的・共通的なテーマに関する分析 

平成25年度及び平成26年度に設定した都市交通課題と平成28年度に実施した現状分析に

基づき、近畿圏全体あるいは複数の府県政令市を跨る都市交通施策や複数の府県政令市で共

通するテーマについて、都市計画課題に対応した分析を行った。分析の流れは以降のとおり

である。 

3. テーマ別の分析

1. 物流をとりまく動向の把握

 事業所の立地、貨物量、物流効率化に向け
た動き、行政施策へのニーズ、大規模災害
への対応等、近年の物流をとりまく動向を
整理する。

 また、物流を取り巻く社会動向等もあわせ
て整理する。

2. 近畿圏の産業力の把握

 近畿圏の物流に関連する産業の強みと弱
みを把握し、施策実施の必要性や強化す
べき領域を明確化させるため、「産業
力」として、近畿圏の産業の現状と課題
を表現していると考えられる指標を整理
し、三大都市圏での比較評価を実施する。

近畿圏全体あるいは複数の府県政令
市をまたがる都市交通施策や共通す

る検討テーマの視点を整理

4. 広域的・共通的なテーマからみた都市交通課題の整理

 以上の検討結果を踏まえ、広域的・共通的なテーマからみた都市交通課題を整理する。

各機関の着目テーマに関する分析

広域的・共通的なテーマに関する分析

都市交通施策の検討

 物流面における都市交通課題の整理
 望ましい物流の実現に向けた目標設定
 都市交通施策の検討及びモデル分析等を通じた効果の試算

3.1 物流施設の適正立地に関する分析【施策対象：物流施設、道路】

 近畿圏における事業所の立地動向（事業所属性、事業所数、立地上の問題点、求める立地
要件）を整理する。

 そのうえで、第4回調査から整備が進んだ高速道路周辺地域に着目し、事業所数の変動・

物流量の変化等から道路整備による効果等を分析する。加えて、近畿圏の立地ポテンシャ
ル分析（現在、将来）を行う。

3.2 貨物車走行の適正化に関する分析【施策対象：貨物車】

 近畿圏の産業を支える高速道路、物流実態（地域間流動、高速道路の利用状況、輸送モー
ド等）を整理する。

 そのうえで、高速道路を避けて一般道路を走行することで混雑を引き起こしている輸送に
着目し、高速道路利用促進や道路整備の推進を行う上での問題点を抽出する。加えて、船
舶や鉄道利用の輸送に着目し、モーダルシフトの促進を行う上での問題点を抽出する。

3.3 物流にかかる都市環境の改善に関する分析【施策対象：都心地区】

 近畿圏の都心部（京都市・大阪市・神戸市）における貨物車走行状況を整理する（パター
ン化）。

 そのうえで、都心部での走行の必要性が低い輸送パターンに着目し、経路選択の要因等を
分析し、都市環境を改善する上での問題点を抽出する。加えて、効率的な物流を実現する
上での問題点も抽出する。

3.4 大規模災害時における物流の確保に関する分析【対象：道路】

 想定される被害状況、緊急輸送道路を整理する。
 そのうえで、災害時に影響を受ける物流に着目し、その品目特性、地域間の結びつき（物

資流動量）等から、物流を確保する上での問題点を抽出する。

 
図 物流に関する計画課題の分析の流れ 
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1. 観光市場の動向の把握

 国内観光消費の動向や日本人の国内観光
旅行のへの関心（旅行機会、旅行ニーズ
等）など、近年の観光市場の動向を整理
する。

 また、観光を取り巻く社会動向等もあわ
せて整理する。

2. 近畿圏の観光力の把握

 近畿圏の観光の強みと弱みを把握し、施
策実施の必要性や強化すべき領域を明確
化させるため、「観光力」として、近畿
圏の観光の現状と課題を表現していると
考えられる指標を整理し、三大都市圏で
の比較評価を実施する。

3. 広域観光（来訪者の地域間移動）に
関する分析

 近畿圏における広域観光の基本的な特性
（立ち寄り先分布、立ち寄り地域数、回
遊パターン等）を整理する。

 そのうえで、来訪者の集中する大阪市、
京都市を経由した複数地域観光に着目し、
回遊状況等を分析することで、広域観光
を促進するうえで解消が求められる移動
上の問題点を抽出する。

4. 広域交通結節点へのアクセス/イグレス
に関する分析

 広域交通結節点へのアクセス/イグレス
の移動状況（目的地、移動に係る時間、
移動上の問題点等）を分析する。

 長い移動時間を要する地域や、交通手段
の乗り換えが不便な地域など、近畿圏外
から主要観光地へのアクセス向上を図る
うえでの問題点を抽出する。

近畿圏全体あるいは複数の府県政令
市をまたがる都市交通施策や共通す

る検討テーマの視点を整理

5.広域的・共通的なテーマからみた都市交通課題の整理

 以上の検討結果を踏まえ、広域的・共通的なテーマからみた都市交通課題を整理する。

広域的・共通的なテーマに関する分析

 

図 観光交通に関する計画課題の分析の流れ 

 

４.１.２ 各機関の着目テーマに関する分析 

各機関、それぞれの着目テーマを整理し、分析を行った。 

表 物流・観光交通に関する各機関の着目テーマ 

機関 物流 観光交通 

滋賀県 モーダルシフトの促進 
琵琶湖周遊観光の促進に向けた滋賀県内の観

光の実態及び都市交通上の問題点 

京都府 
京都府内産業の動向を踏まえた道路ネットワ

ークの強化 

丹後・中丹地域における魅力ある観光まちづ

くりに向けた観光交通 

大阪府 
京奈和自動車道整備による周辺地域の物流・

企業立地動向及び大阪府への影響把握 

大阪府内における交通手段毎の回遊状況、来

訪者の移動に係る意向等の整理を通じた公共

交通の利用促進 

兵庫県 兵庫県の産業活性化に向けた事業所の立地 
夢但馬周遊ツーリズムの推進に向けた但馬地

域内の回遊状況 

奈良県 奈良県の産業活性化に向けた事業所の立地 
滞在型観光の拡大に向けた奈良県の観光特性

及び県内を周遊するうえでの課題 

和歌山県 
県内産業及び高速道路周辺地域の活性化に向

けた立地 

県内の主要な観光拠点へのアクセス向上等に

向けた広域交通結節点からのアクセス状況 

京都市 京都市の都心部における貨物車走行の適正化
歩いて楽しいまちの実現に向けた京都市内に

おける回遊動向 

大阪市 大阪港の機能強化 
利便性の高い交通サービスの充実に向けた近

畿圏外からの来訪者の観光行動 

堺市 堺市の産業活性化に向けた立地 
観光ネットワーク形成に向けた現況の堺市来

訪者の特性及び移動上の問題点 

神戸市 神戸市の都心部における貨物車走行の適正化
都心・観光地における魅力的な交通環境の創

出に向けた市内の回遊状況 
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４.２ 都市交通施策の検討 

計画課題の分析結果を踏まえ、物流面及び観光交通面における都市交通課題を整理した上

で、近畿全体としての望ましい物流と観光交通の実現に向けた目標を設定した。 

望ましい物流の実現に向けた目標

物流を取り巻く社会情勢に対応しつつ、近畿圏
の産業競争力と市民の豊かな暮らしを支える強
い物流ネットワークを構築し、信頼性の高い物流
の実現に向けた交通体系の構築を目指す

物流面における交通課題

西日本の核となる近畿圏において、産業競争力の強化に
資する物流拠点・物流ネットワークの強化、並びに多様化
する物流ニーズに対応できる交通体系の構築が必要

【近畿圏の物流の現状】

■ 物流ネットワーク及び物流施設の立地

・新名神高速道路や京都縦貫自動車道、京奈和自動

車道等の沿線地域の一部においてみられる物流量

の増加

・事業所の立地理由として最重視される道路利便性

・近畿圏の環状道路ネットワークでみられるミッシング

リンク

・今後の整備を見越した工場や物流施設等の立地

・姫路市や京都市等でみられる建設から30年以上が

経過している物流関連事業所事業所（住居系用途

地域に立地）

■ 都市内物流

・大阪港周辺地域発着する貨物車の高速道路を利用

する走行実態からみられる物流における時間のば

らつき

・都心部以外に比べて小さい都心部の貨物車一台あ

たりの重量

・都心部でみられる輸送における時間指定

■ 防災

・南海トラフ巨大地震等の大規模災害時においては、

大阪府・兵庫県・和歌山県などで甚大な被害が発生、

それに伴う産業活動の停滞

【物流の目標実現に向けた取組
の方向性】

■ 近畿圏の産業競争力強化のた
めの都市圏を跨ぐ・都市圏内を
繋ぐ物流ネットワークの構築

■ 近畿圏の活力向上のための物
流施設の適正な立地の促進・
誘導

■持続可能で信頼性の高い物流
のための貨物車走行のマネジ
メント

■ 大規模災害時における物流継
続のための防災機能の強化

 

 

望ましい観光交通の実現に向けた目標

観光面から世界を魅了し続ける都市圏を実
現できるよう、近畿圏全域を対象として、複数
の交通施策により、交通結節点と観光地間の
連携を強化する

観光交通面における都市交通課題

近畿圏外からの来訪者が特定の都市に集中するなか
で、リニア中央新幹線開業を見据え、近畿圏全体として
豊富な観光資源を有している強みを活かすためには、
圏域全体での広域的な観光周遊を支える質の高い交
通体系の構築が必要

【近畿圏の観光の現状】

■ 近畿圏の観光特性

・観光市場の約７割を担う日本人の国内観光旅行
・期待される近畿圏の観光市場の拡大
・府県政令市それぞれで有する豊かな観光資源
・大阪市や京都市などの特定の地域に集中する観光客

・観光資源の割合に対して来訪者数の割合が低い奈良
県や和歌山、京都府等

・移動時間が長くなるとともに減少する移動量
・複数地域を観光した来訪者で大きくなる観光消費額
・近畿圏北部や南部への低いアクセス性と少ない来訪
者

■ 広域交通結節点の利用状況

・広域的な集客の交通結節点となる空港
・空港から観光資源や京都市・大阪市等への低いアク
セス性

・近畿圏の玄関口となる新大阪駅
・多様な交通手段への乗り換えがみられる新幹線駅・空
港

・新幹線駅・空港でみられる乗り継ぎ利便性の低さ

■ 来訪者の観光行動・交通特性

・年代によって異なる目的とする施設、利用交通手段

・近畿圏北部や南部で来訪者に占める高齢者の割合が
高い

【観光交通の目標実現に向けた取組の
方向性】

■ 近畿圏内の豊富な観光資源
を結ぶ周遊観光圏の拡大

■ 空港・新幹線駅から各地域
へのアクセス強化

■ シニア層をはじめとした誰も
が使いやすい交通サービス
の充実

 
図 望ましい物流及び観光交通の実現に向けた目標の整理（上図：物流、下図：観光交通） 
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それを踏まえ、都市交通計画の観点から国及び府県政令市、関係機関が連携して取り組む

必要のある施策を検討した。また、検討した施策については、モデル分析等を通じて、その

効果を試算・検討した。 

 近畿圏において道路整備が進む新名神高速道路、京奈和自動車道等の整備等により、広域流動の実現（物流圏の拡大）が進められている

 近畿圏は全国的な傾向と同じく事業所数が減少しているものの、道路ネットワーク整備による物流量の増加が確認されており、今後のさらなる活性化
を図る必要がある。そのため、高規格幹線道路・地域高規格道路の整備によるミッシングリンクの解消や物流基盤の強化などにより、物流拠点の機能
強化を図る。

 近畿圏の高規格幹線道路・地域高規格道路等へのアクセス性の強化により、シームレスな物流の実現が進められている

 近畿圏の物資輸送において高規格幹線道路・地域高規格道路沿線での立地が進むなか、更なる効率的な物流を実現するために、これらの道路への
アクセス性強化を図る。

施策による成果 都市交通施策 内容及び対象場所

近
畿
圏
の
産
業
競
争
力
強
化
の
た
め
の

都
市
圏
を
跨
ぐ
・
都
市
圏
内
を
繋
ぐ

物
流
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

取組の方向性

広域流動の実現
（物流圏の拡大）

高規格幹線道路・地域高規格
道路のミッシングリンクの解消

高規格幹線道路・地域高規格
道路ICや物流拠点（港湾）へ
のアクセス性の向上

高規格幹線道路の整備
【新名神高速道路、近畿自動車道紀勢線、

中国横断自動車道姫路鳥取線、中部縦貫自動車道、
北近畿豊岡自動車道、京奈和自動車道 等】

地域高規格道路の整備
【大阪湾岸道路西伸部、淀川左岸線延伸部、

大和川線 等】

スマートICの整備

バイパス道路の整備物資輸送における
アクセス性の向上

国際物流ターミナルの整備
推進

港湾機能の強化（大水深岸壁の整備等）

港湾へのアクセス道路等の整備

アクセス道路の整備

 

図 都市交通施策の検討（例：物流の抜粋） 

 

【効果分析の例】道路整備効果の一例として立地ポテンシャルの変化に関する試算 

【効果分析の一例】 高規格幹線道路・地域高規格道路の整備による周辺立地ポテンシャル（立地のしやすさ）の向上

 新名神高速道路、京奈和自動車道、山陰近畿自動車道、近畿自動車道紀勢線、淀川左岸線等の高規格幹線道路・地域高規格道路の整備が進むこと
で、近畿圏の物流圏が拡大するとともに、産業の競争力強化が図られることが期待できる。

 上記道路の整備効果の一例として、立地場所選択モデル※を用いた分析を行った結果、各道路の沿線やその周辺地域において立地ポテンシャル（立
地のしやすさ）が向上することが試算された。
※立地場所選択モデル：第５回近畿圏物資流動調査から得られた事業所の立地データや既存の外生データを用い、物流関連事業所（保管、積み替え、荷さばき、流通加工を

有する事業所）が立地しやすい場所を３次メッシュ（約１km四方）別に推計するモデル

図 高規格幹線道路・地域高規格道路の整備による立地ポテンシャルの変化

【分析条件】 道路ネットワーク：（現況） 2015年10月調査時点のもの(将来）2015年10月調査以降に整備されたもの、事業中及び道路線形・インターチェンジの位置が公表されている計画中のものを含む
モデル推計に用いた説明変数：人口密度、就業人口、高規格幹線道路・地域高規格道路インターチェンジまでの距離、製造品出荷額等、用途地域（工業系）、道路密度
モデルの現況再現：モデルでの推計結果が、第５回近畿圏物資流動調査で得られた回答事業所の立地情報と適合しているかを検定
将来値の仮定：事業中・計画中の高規格幹線道路・地域高規格道路が整備され、就業人口、製造品出荷額等、用途地域（工業系）の面積、道路密度がそれぞれ10％プラス側に拡大した場合

について感度分析を実施。 なお、効果が及ぶエリアは高規格幹線道路・地域高規格道路インターチェンジ及び路線から沿線５km圏内と設定

【現況】 【将来】
新名神高速道路

山陰近畿自動車道

京奈和自動車道

近畿自動車道紀勢線

北近畿豊岡自動車道

大和川線

淀川左岸線播磨自動車道

大阪湾岸道路西伸部

【差分】将来－現況 ※将来において立地ポテン
シャルが向上すると推計
されるエリアを表示

※  差分0.1未満は非表

示
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 多様な観光資源を有する但馬、丹後・中丹方面や世界遺産である紀伊山地の霊場と参詣道等を有する和歌山・奈良南部方面をはじめ、各地に立地
する豊富な観光資源を最大限活かせるよう、大阪市・京都市からのアクセス時間の短縮が進められている

 近畿圏への来訪者（広域交通結節点利用者）において、鉄道だけでなく路線バス・観光バス、タクシーなど多様な交通手段の利用がみられるなか、鉄
道面から既存鉄道施設の機能向上を図るとともに、道路面からもあわせて高規格幹線道路や地域高規格道路等のネットワークを構築し、アクセス時間
の短縮を図る。

 近畿圏内の公共交通サービスの不便さを解消し、シームレスな移動を実現することで、来訪者の心理的な距離の短縮が進められている

 地方部や郊外部への移動では“運行本数が少ない”、“所要時間が長い”、“乗り換えに時間がかかる”など、公共交通利用に不便さを感じている来訪
者もみられ、乗り継ぎ利便性の向上や既存鉄道施設の機能向上により、公共交通サービスの不便さの解消を図る。

近
畿
圏
の
豊
富
な
観
光
資
源

を
結
ぶ
観
光
圏
の
拡
大

近畿圏各地へのアク
セス時間の短縮

近畿圏内の公共交通
でのシームレスな移

動の確保

取組の方向性 施策による成果 都市交通施策

既存鉄道施設の機能向上

高規格幹線道路・地域高規格
道路等のネットワーク構築

JR山陰本線の複線化・高速化等
【但馬、丹後・中丹方面】

内容及び対象場所

JR奈良線の複線化・高速化等
【奈良方面】

国道161号バイパスの整備等
【滋賀方面】

山陰近畿自動車道、北近畿豊岡自動車道の整備等
【但馬、丹後・中丹方面】

京奈和自動車道、五條新宮道路の整備等
【奈良・和歌山方面】

乗り継ぎ利便性の向上

鉄道駅間、鉄道－バス間の乗り継ぎに係わる案内
サインの充実、バスターミナルの整備等

【各交通結節施設】

既存鉄道施設の機能向上（再
掲）

JR山陰本線、奈良線の複線化・運行本数の増大等
【但馬、丹後・中丹、奈良方面】

直通運転の実施等
【奈良・和歌山方面】

JR琵琶湖線の複々線化・高速化等
【滋賀方面】

 

図 都市交通施策の検討（例：観光交通の抜粋） 

 
図 大阪市もしくは京都市と近畿圏各地へのアクセス時間の短縮に係る施策実施時の効果

試算 
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４．３ 観光交通及び物流に関する提言のとりまとめ 

以上の検討結果を踏まえ、各種施策の推進に必要となる取組を整理したうえで、観光交通及

び物流に関する提言として、「近畿圏における物流及び国内観光交通の現状と取組の方向性」

をとりまとめ、公表した。 

 

  

  

図 観光交通及び物流に関する提言 

 


